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安全衛生業務の推進について

平成20年度における安全衛生業務の推進に当たっては､従来から指示してきた事項に加え､特

に下記の事項に配意の上､監督部署とも十分連携し､引き続き円滑な業務の推進に当たられたい.

記

1 労働災害防止計画について

第11次労働災害防止計画の推進については､別途指示するところにより､管内の労働災害発

生状況等を分析 ･評価した上で､計画期間内における死亡者数の減少目標等を盛り込んだ推進計

画を作成し､各種対策の計画的かつ重点的な推進を図ること.

2 特定災害対策等の推進

(1) 災害多発事業場･等に対する指導等

ア ~~l h 二二二に対する措#

必要に応じ､局 ･署の幹部が経

営 トップ等に指導を行うこと｡その際､経営 トップ等が率先して安全衛生活動に取り組み､

イ

安全衛生管理体制の確

立について指導することoまた､法令遵守を徹底するとともに､危険性又は有害性等の調査

及びその結果に基づく措置

行うことなどについて必要な指導を行うこと｡

に対する指導



り上げること｡指導に当たっては､例えば､

こと｡

(2) 機械災害防止対策

取組の促進についても指導する

魚雷葉巻の濫定に当たっては､その効串的な実施の軌最から､ ~ T_二■}■

L二二二]
(3) 就業形態の多様化等に伴う労働災害防止対策

ア 派遣労働者対策

当たっては､その効率的な実施の観点から､

なお､対象事業場の選定に

イ 請負労働者対策

製造業における元方事業者による総合的な安全衛生管理のための指針について､引き続

き､個別指導､集団指導等あらゆる梯会をとらえて､その周知等を図ること｡

3 労働災害多発等の業種別対策の推進

(1) 建設業における墜落 ･転落災害の防止

足場からの墜落･転落災害の防止については､関係省令等の改正を行う予定であり､別途指

示するところにより､周知等を行うこと｡

(2) 陸上貨物運送事業における労働災害防止対策

｢交通労働災害防止のためのガイドライン｣等を改正する予定であるので､協議会を活用し

た周知を行うこと.

4 労働者の陸廉を確保するための対策の推進

(1) メンタル-ルス対策及び過重労働による健康障害防止対策

ア メンタル-ルス対策



メンタル-ルス推進担当者の選任､労働者一人ひとりの早期の気づきを促すための教育､

研修等の実方臥 相談体制の整備等について､別途配布したパンフレット等を活用してその促

進を図ること｡

イ 過重労働による健康障害の防止対策

平成 20年 2月に改正を予定している ｢過重労働による健康障害防止のための総合対策｣

に基づき取り組むこと｡なお､平成20年4月から労働者数50人未満の小規模事業場にも面

接指導が適用されることから､別途配布した地域産業保健センター事業についてのパンフレ

ット等を利用してその周知を図ること｡

(2) 粉じん障害防止対策の推進

ずい道建設工事､アーク溶接作業､金属の研ま作業等については､別途指示する第7次粉じ

ん障害防止総合対策等に基づき､計画的な個別指導等を行うとともに､ずい道工事の計画届に

ついては､ ｢粉じん対策に係る計画｣についても審査を行うこと｡

(3) 化学物質による健康障害防止対策の推進

表示 ･文書交付制度の改正法令の経過措置の対象である1%未満の物質を製造し､又は取り

扱う事業場に対しては､平成 20年 11月 30日までの経過措置期間の終了前に､改正法令に基

づく表示 ･文書交付を行うよう指導すること｡また､事業場内で取り扱う化学物質の容器等-

の表示については､労働安全衛生規則等の改正を予定しているので､別途指示するところによ

り､周知を図ること.

(4) 産業保健活動及び健康づくりの推進

を対象に､産業医や衛生管理者等の選任による労働衛生上の効果に

ついて紹介したパンフレット等を活用して､健康管理､健康づくり対策を指導することD

(5) 石綿による健廉障害防止対策の推進

ア 建築物等に係る石綿ぱく露防止対策の推進

平成20年 2月12日付け基発第0212009号 ｢関係行政機関との連携等による石綿ぱく露防

止対策の一層の推進について｣に基づく対象事業場の的確な把握等に留意するとともに､石

綿のぱく露リスクに応じた呼吸用保護具の使用等石綿ぱく露防止対策の充実に係る石綿障

害予防規則の改正を第3四半期に予定しているので､別途指示するところにより､その周知

を図ること｡

イ 石綿の全面禁止の徹底等

石綿の製造等の全面禁止に係る猶予の撤廃について､関係政令の改正を第3匹伴期に予定

しているので､別途指示するところにより､その周知を図ること.

ウ 健康管理対策の推進

石綿に係る健康管理手帳制度について､引き続きパンフレット等を活用し周知するととも

に､健康管理手帳の交付及びその所持者に対する健康診断を通覧別こ実施すること｡

5 自主的な安全衛生活動の促進

(1) 危険性又は有害性等の調査及びその結果に基づく措置の実施促進

危険性又は有害性等の調査及びその結果に基づく措置の適切な実施を図るため､⊆ 芸 ;≡



小規模事業場に対しては､法令遵守､ヒヤリハット等の安全衛生活動､危険性又は有害性等

の調査及びその結果に基づく措置を促進するため､別途配布するリーフレットを活用して周

知､指導を行うことo

(2) 労働安全衛生マネジメントシステムの普及 -促進

労働安全衛生マネジメントシステムについては､

r 一一 二一 レすること｡なお､

フレット等を活用し､導入の働きかけ等を行う

6 安全衛生業務計画の策定等

(1) 安全衛生業務計画の策定

安全衛生業務計画の策定に当たっては､

土と｡

なお､安全衛生大会等の開催については､できるかぎり労働災害防止団体等の事集として

位置づけること｡

(2) pDCAサイクルに基づく重点安全対策の推進

自主的な安全衛生管理活動の促進等について､平成20年度からpDCAサイクルに基づく取

組を行うこととしているので､別途指示するところにより､その適切な実施を図ること｡

7 その他

(1) 技能講習等の適切な実施の確保

みなし登録された登録教習機関については､平成21年3月31日までに登録更新等が必要で

あることから､別途示す事務手続きに基づき､登録更新事務を円滑に実施することD

(2) ボイラー等の開放検査周期認定制度

ボイラー等の開放検査周期 (連続運転)認定制度については､性能検査の開放検査周期を最

長8年とする改正を予定しているので､関係事業者に対し､別途示す改正認定要領に基づく適

切かつ円滑な運営を図ること.

(3) いわゆる労災かくLについて

いわゆる労災かくLについては､別途指示するところにより､関係部署と連携を図り､死

傷病報告の提出指導等を行うなど適切に対応すること｡

(4) 労働基準行政システムにおける情報の提供

安全衛生対策について､他局･署の参考となるものについては､労働基準行政情報システム

の掲示板に掲載すること｡

(5) 二~ ■ _T

本省においては､


